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核兵器禁止条約（TPNW）発効で世界はどう変わる 

山田寿則（明治大学） 

2017年 10月 26日 

「パネル討論 核兵器禁止条約と日本の安全を考える」 

 

 

はじめに 

核兵器禁止条約（Treaty on the Prohibition of Nuclear Weapons; TPNW） 

 「核兵器の全面廃絶に向けた核兵器を禁止する法拘束的文書を交渉する国連会議」（国連総会

決議７１/２５８） 

 会期：２０１７年３月２７日～３１日、６月１５日～７月７日 

 参加国：１３０か国以上、国際機関、ＮＧＯなど（Ｎ５、印パ、イスラエル、北朝鮮、韓豪

加独などは不参加。日本は、３月会期の冒頭に出席し演説、「建設的かつ誠実に参加すること

は困難」として以後の不参加を表明） 

 ２０１７年７月７日採択：賛成１２２、反対１（オランダ）、棄権１（シンガポール） 

 

１ ＴＰＮＷの内容と特徴 

（１）条約としての基本構造 

• 前文、本文（２０か条） 

• 普遍的条約を目指す：１２条（普遍性）、１３条（署名）、１４条（批准等） 

• 発効要件：５０か国の批准等（１５条） 

• 留保：禁止（１６条。「この条約の各条の規定」につき） 

• 有効期間：無期限（１７条１） 

• 脱退：「自国の至高の利益を危うく」する「異常な事態」の存在と通告で可（１７条２）。通

告後１２か月で脱退可だが、武力紛争中の脱退不可（同３）。 

• 改正：締約国の３分の２の賛成で改正→過半数締約国の批准→批准国につき改正発効（１０

条） 

（２）条約の主な内容 

 核兵器の包括的で全面的な禁止：開発・実験・生産・製造・取得・保有・受領・移譲・使用・

使用するとの威嚇・援助・奨励・勧誘・配置・設置・配備…「いかなる場合」も禁止（１条） 

 廃絶と検証で一定の規定（廃棄と軍事転用防止）（２条～４条） 

➢ 申告（保有の有無等）（２条） 

 非保有国：ＮＰＴ並みの保障措置協定の締結・維持の義務（３条） 

 旧保有国：廃棄済み検証、転用防止の検証（４条１） 

 現保有国：運用撤去、廃棄義務、除去計画提出等（４条２）、転用防止の検証（同３） 

 他国核所在国：速やかな撤去確保（４条４） 

 制度的取極の存在 
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➢ 締約国会合（２年毎）・検討会合（６年毎）・特別会合（締約国の要請）（８条） 

：締約国、非締約国、国際組織、市民社会の参加 

 

（３）ＴＰＮＷの特徴 

① 核兵器の「禁止」の確立・・・１９９６年ＩＣＪ勧告的意見からの発展 

 開発・保有その他の禁止を含めた包括的な禁止 

 使用の違法性の「確認」、威嚇の禁止規範の「創設」 

② 「廃絶」への道筋・・・「核兵器のない世界」というゴールの可視化 

 すべての核保有国の加入＝事実上の核廃絶 

 加入のドアを開かせる方策の議論・・・締約国会合、国連総会、ＮＰＴ会合等 

 核軍縮誠実交渉・完結義務の再確認（前文） 

③ 人道的アプローチに基づく「汚名化」の深化（＝非正当化／脱正統化） 

 核使用の帰結の非人道性 → 核兵器の多面的な非難 

 非人道性から非正当性へ・・・説明責任の転換（どちらが常識か） 

 平和・核軍縮教育の重要性・・・市民社会の役割・被爆国の役割 

 

２、ＴＰＮＷの課題 

 保有国不参加では実効性がない 

 ＮＰＴを損なう 

 安全保障を考慮していない 

 

おわりに 

 

参考文献・情報源 

 ＴＰＮＷ交渉会議の公式サイト：https://www.un.org/disarmament/ptnw/index.html 

 ＲＣＷの対応サイト： 

http://www.reachingcriticalwill.org/disarmament-fora/nuclear-weapon-ban 

 核兵器廃絶日本ＮＧＯ連絡会ブログ：https://nuclearabolitionjpn.wordpress.com/ 

 ＲＥＣＮＡ核兵器禁止ブログ：https://treatynegotiation.wordpress.com/ 

 日本反核法律家協会：http://www.hankaku-j.org/index.html 

『反核法律家』92・93合併号（2017年 9月 25日）（特集核兵器禁止条約の採択と今後の課題） 

 冨田宏治『核兵器禁止条約の意義と課題』かもがわ出版、2017年 

 川崎哲『核兵器を禁止する』岩波ブックレット、2014年 

 秋山信将編『ＮＰＴ 核のグローバル・ガバナンス』岩波書店、2015年 

 ウォード・ウィルソン『核兵器をめぐる５つの神話』法律文化社、2016年 

 スコット・セーガン, ケネス・ウォルツ『核兵器の拡散 終わりなき論争』勁草書房、2017

年 

https://www.un.org/disarmament/ptnw/index.html
http://www.reachingcriticalwill.org/disarmament-fora/nuclear-weapon-ban
https://nuclearabolitionjpn.wordpress.com/
https://treatynegotiation.wordpress.com/
http://www.hankaku-j.org/index.html
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国連核兵器禁止条約交渉会議（2017 年 3 月、6～7 月） 

核兵器禁止条約 
（全文・暫定訳） 

2017 年 7 月 7 日採択 

 

 この条約の締約国は、 

  

 国際連合憲章の目的及び原則の実現に貢献することを決意し、 

 

 核兵器の使用がもたらす壊滅的な人道上の帰結を深く憂慮し、その結果として

核兵器が完全に廃絶されることが必要であり、これがいかなる場合にも核兵器が

決して再び使用されないことを保証する唯一の方法であり続けていることを認識

し、 

  

 偶発的、誤算によるまたは意図的な核兵器の爆発による危険を含め、核兵器が

継続的に存在することによりもたらされる危険に留意し、これらの危険はすべて

の人類の安全に関わり、すべての国が核兵器のあらゆる使用を防止する責任を共

有していることを強調し、 

 

 核兵器の壊滅的な帰結は、適切に対処できないものであり、国境を越えること、

人類の生存、環境、社会経済的な発展、世界経済、食料安全保障及び現在と将来

の世代の健康に重大な影響を与えること、電離放射線の結果としての影響を含め

女性及び少女に対して不均衡に大きな影響を及ぼすことを認識し、 

 

 核軍備撤廃への倫理的責務及び核兵器のない世界を達成しかつ維持することの

緊急性を認め、これが、最上位の地球規模での公共善であり、国家的および集団

的安全保障上の利益に資することを認め、 

 

 核兵器の使用の被害者（ヒバクシャ）及び核兵器の実験により影響を受けた人々

にもたらされた受け入れがたい苦しみと損害に留意し、 

 

 核兵器活動が先住民に対して不均衡に大きな影響を及ぼすことを認識し、 

 すべての国がいかなる時も国際人道法及び国際人権法を含む適用可能な国際法

を遵守する必要があることを再確認し、 

 

 国際人道法の諸原則及び諸規則、特に武力紛争の当事者が戦闘の方法及び手段
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を選ぶ権利は無制限ではないという原則、区別の規則、無差別攻撃の禁止、攻撃

の際の均衡性と予防措置の規則、その性質上過度の傷害または無用の苦痛を与え

る兵器の使用禁止及び自然環境保護の規則に立脚し、 

 

 核兵器のいかなる使用も武力紛争に適用される国際法の規則、特に国際人道法

の原則及び規則に違反するであろうことを考慮し、 

 

 また、核兵器のいかなる使用も人道の諸原則及び公共の良心の責務に反するで

あろうことを再確認し、 

 

 国は、国際連合憲章に従い、その国際関係において、武力による威嚇又は武力

の行使を、いかなる国の領土保全又は政治的独立に対するものも、また、国際連

合の目的と両立しない他のいかなる方法によるものも慎まなければならないこと、

並びに国際の平和と安全の確立及び維持は、世界の人的及び経済的資源の軍備へ

の転用を最も少なくすることによって促進されるべきことを想起し、 

 

 また、1946 年 1 月 24 日に採択された国際連合総会第 1 号決議およびその後の

核兵器の廃絶を求める諸決議を想起し、 

 

 核軍備撤廃の進展が緩慢であること、軍事上及び安全保障上の概念、ドクトリ

ン及び政策において核兵器への依存が続いていること、並びに核兵器の生産、維

持及び近代化の計画のために経済的及び人的資源を浪費していることを憂慮し、 

 

 核兵器の法的拘束力のある禁止は、核兵器の不可逆的で、検証可能で、かつ透

明性のある廃絶を含む、核兵器のない世界の達成と維持に向けた重要な貢献とな

ることを認識し、この目的に向けて行動することを決意し、 

 

 厳重かつ効果的な国際管理の下における全面的かつ完全な軍備撤廃に向けての

効果的な前進を達成する目的をもって行動することを決意し、 

 

 厳重かつ効果的な国際管理の下におけるあらゆる点での核軍備撤廃に至る交渉

を誠実に追求しかつ完結させる義務が存在することを再確認し、 

 

 また、核兵器の不拡散に関する条約は核軍縮及び不拡散体制の礎石として機能

しており、その完全かつ効果的な履行は、国際の平和と安全の促進において不可

欠な役割を果たしていることを再確認し、 

 

 核軍縮及び不拡散体制の中核的要素としての包括的核実験禁止条約及びその検
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証体制の不可欠な重要性を認識し、 

 

 当該地域の諸国間で自由に締結される取り決めに基づいた、国際的に承認され

た非核兵器地帯の創設が、世界と地域の平和と安全を向上させ、核不拡散体制を

強化し、ならびに核軍備撤廃の目標の実現に貢献するという確信を再確認し、 

 

 この条約のいかなる規定も、すべての締約国の、差別なしに平和目的での核エ

ネルギーの研究、生産及び利用を発展させるという奪い得ない権利に影響を及ぼ

すものと解してはならないことを強調し、 

 

 女性と男性の双方による平等、完全かつ効果的な参加は、持続可能な平和及び

安全の促進と達成にとって不可欠な要素であることを認識し、女性の核軍備撤廃

への効果的な参加を支援し強化することを約束し、 

 

 現在及び将来の世代のためのあらゆる面における平和と軍縮教育、並びに核兵

器がもたらす危険と帰結についての意識を高めることの重要性を認識し、この条

約の原則及び規範の周知を図ることを約束し、 

 

 核兵器の完全廃絶への呼びかけに示された人道の諸原則の推進における公共の

良心の役割を強調し、また、その目的のために国際連合、国際赤十字・赤新月運

動、その他の国際的機関及び地域的機関、非政府組織、宗教指導者、国会議員、

学術研究者、及びヒバクシャが行っている努力を認識し、 

 

 次のとおり協定した。 

 

第 1 条（禁止） 
1．締約国は、いかなる場合にも、次のことを行わないことを約束する。 

（a）核兵器またはその他の核爆発装置を開発し、実験し、生産し、製造し、その

他の方法によって取得し、保有しまたは貯蔵すること。 

（b）いかなる核兵器またはその他の核爆発装置またはその管理をいずれかの受領

者に対して直接または間接に移譲すること。 

（c）核兵器またはその他の核爆発装置またはその管理を直接または間接に受領す

ること。 

（d）核兵器またはその他の核爆発装置を使用し、またはその使用の威嚇をするこ

と。 

（e）この条約によって締約国に対して禁止されている活動を行うことにつき、い

ずれかの者に対して、いかなる様態によるかを問わず、援助し、奨励し、または

勧誘すること。 
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（f）この条約によって締約国に対して禁止されている活動を行うことにつき、い

ずれかの者から、いかなる様態によるかを問わず、いずれかの援助を求めること

又は受けること。 

（g）自国の領域又は自国の管轄もしくは管理の下にあるいかなる場所においても、

核兵器またはその他の核爆発装置を配置し、設置しまたは配備することを許可す

ること。 

 

第 2 条（申告） 
1． 締約国は、この条約が自国について効力を生じた後 30 日以内に、国際連合事

務総長に対して申告を行うものとし、当該申告において、 

（a）この条約が自国について効力を生じる前に、核兵器またはその他の核爆発装

置を所有していたか否か、保有していたか否か又は管理していたか否か、及び核

兵器に関連するすべての施設の廃棄もしくは不可逆的転換を含め自国の核兵器計

画の廃棄を行っていたか否かを申告する。 

（b）第 1 条（a）にかかわらず、核兵器またはその他の核爆発装置を所有してい

るか否か、保有しているか否か又は管理しているか否かを申告する。 

（c）第 1 条（g）にかかわらず、自国の領域又は自国の管轄もしくは管理の下に

ある場所に、他の国が所有し、保有し又は管理する核兵器またはその他の核爆発

装置が存在するか否かを申告する。 

 

2． 国際連合事務総長は、前項の規定に基づき受領したすべての申告を全締約国に送

付する。 

 

第 3 条（保障措置） 
1． 第 4 条第 1 項または第 2 項が適用されない締約国は、将来において自国が採

択する追加の関連する文書に影響を及ぼすことなく、少なくとも、この条約が効

力を生じた時点において自国について効力を有する国際原子力機関の保障措置に

関する義務を維持する。 

 

2． 第 4 条第 1 項または第 2 項が適用されない締約国であって、国際原子力機関

と包括的保障措置協定（INFCIRC/153 corrected）を締結していないか、または同協

定の効力が生じていない締約国は、同機関と同協定を締結し発効させる。その協

定の交渉は、この条約が当該締約国につきて効力を生じた時から 180 日以内に開

始しなければならない。その協定は、この条約が当該締約国について効力を生じ

た時から 18 箇月以内に効力を生ずるものとする。締約国は、その後は、将来にお

いて自国が採択する追加の関連する文書に影響を及ぼすことなく、この義務を維

持する。 
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第 4 条（核兵器の全面的廃絶に向けて） 
1． 2017 年 7 月 7 日の後に、核兵器またはその他の核爆発装置を所有し、保有し

又は管理しており、かつこの条約が自国について効力を生じる前に、核兵器に関

連するすべての施設の廃棄もしくは不可逆的な転換を含む自国の核兵器計画を廃

棄した締約国は、自国の核兵器計画を不可逆的に廃棄したことを検証することを

目的として、本条第 6 項の規定に従って指定された権限のある国際機関と協力す

る。この権限ある国際機関は、全締約国に対して報告する。当該締約国は、申告

された核物質が平和的な核活動から転用されていないこと及び当該締約国全体に

おいて未申告の核物質または核活動が存在しないことにつき信頼できる保証を供

与するに十分な保障措置協定を、国際原子力機関と締結する。その協定の交渉は、

当該締約国につきこの条約が効力を生じた時から 180 日以内に開始しなければな

らない。その協定は、この条約が当該締約国につき効力を生じた時から 18 箇月以

内に効力を生ずるものとする。当該締約国は、その後は少なくとも、将来におい

て自国が採択する追加の関連する文書に影響を及ぼすことなく、これらの保障措

置の義務を維持する。 

 

2． 第 1 条（a）にかかわらず、核兵器またはその他の核爆発装置を所有し、保有

しまたは管理している締約国は、直ちにその核兵器またはその他の核爆発装置を

運用態勢から撤去し、可及的速やかにかつ第 1 回締約国会議で決定される期日ま

でに、すべての核兵器関連施設の廃棄または不可逆的な転換を含む当該締約国の

核兵器計画を検証を伴いかつ不可逆的に廃棄するための法的な拘束力を有し期限

を有する計画に従い、その核兵器またはその他の核爆発装置を廃棄する。当該締

約国は、この条約が自国につき効力を生じた後 60 日以内に、この計画を全締約国

または全締約国が指定する権限を有する国際機関に提出する。その後に、この計

画はこの権限を有する国際機関と交渉され、同機関は後に、締約国会議または再

検討会議のいずれか先に開催される方に、手続規則に基づく承認のために、この

計画を提出する。 

 

3． 第 2 項が適用される締約国は、申告された核物質が平和的な核活動から転用

されていないこと及び当該締約国全体において未申告の核物質または核活動が存

在しないことについて信頼できる保証を供与するに十分な保障措置協定を、国際

原子力機関と締結する。その協定の交渉は、第 2 項に定める計画の実施が完了す

る期日までに開始しなければならない。その協定は、交渉開始の日の後 18 箇月以

内に効力を生ずるものとする。締約国は、その後は少なくとも、将来において自

国が採択する追加の関連する文書に影響を及ぼすことなく、これらの保障措置に

関する義務を維持する。この項に定める協定の効力が生じた後、締約国は、この

条に基づく自国の義務の履行を完了したとする最終報告を、国際連合事務総長に

対して提出する。 
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4． 第 1 条（b）及び（g）にかかわらず、自国の領域又は自国の管轄もしくは管

理の下にある場所に、他の国が所有し、保有しまたは管理する核兵器またはその

他の核爆発装置が存在する締約国は、可及的速やかにかつ第 1 回締約国会議で決

定される期日までに、それらの兵器の速やかな撤去を確保する。これらの核兵器

またはその他の核爆発装置の撤去に際して、当該締約国はこの条に基づく自国の

義務の履行を完了したとする申告を、国際連合事務総長に提出する。 

 

5．この条が適用される締約国は、この条に基づく自国の義務の履行が完了するま

で、この義務の実施に向けた進展につき毎回の締約国会議及び再検討会議に報告

を提出する。 

 

6．全締約国は、この条の第 1 項、第 2 項及び第 3 項の規定に従い核兵器に関連す

るすべての施設の廃棄又は不可逆的な転換を含む核兵器計画について、検証を伴

いかつ不可逆な廃棄を交渉し及び検証するために、権限のある国際機関または諸

機関を指定する。この条の第 1 項または第 2 項が適用される締約国につき、この

条約の効力が生じる以前にこの指定がなされていない場合は、国際連合事務総長

は、必要な決定を行うために特別の締約国会合を招集する。 

 

第 5 条（国内の実施措置） 
1．締約国は、この条約に基づく自国の義務を履行するために必要な措置をとる。 

 

2．締約国は、この条約によって締約国に対して禁止されている活動であって、自

国の管轄もしくは管理の下にある個人によって、またはそうした領域において行

われる活動を防止し、抑止するために、罰則を設けることを含むあらゆる立法上、

行政上その他の適切な措置をとる。 

 

第 6 条（被害者に対する援助及び環境の回復） 
1． 締約国は、核兵器の使用または実験により影響を受けた自国の管轄の下にあ

る個人について、適用可能な国際人道法及び国際人権法に従い、医療、リハビリ

テーション及び心理的な支援を含め、年齢及びジェンダーに配慮した支援を差別

なく、適切に提供し、並びにこうした人々が社会的及び経済的に包容されるよう

にする。 

 

2． 締約国は、核兵器またはその他の核爆発装置の実験または使用に関係する活

動の結果として汚染された自国の管轄または管理の下にある地域に関して、汚染

された地域の環境の回復に向けた必要かつ適切な措置をとる。 

 

3． 上記第 1 項及び第 2 項に基づく義務は、国際法または二国間協定に基づく他



9 
 

の国々の義務に影響を及ぼさない。 

 

第 7 条（国際協力および援助） 
1． 締約国は、この条約の履行を促進するために他の締約国と協力する。 

 

2． 締約国は、この条約に基づく義務を履行するにあたり、可能な場合には他の

締約国からの援助を求め及び受ける権利を有する。 

 

3． 援助を提供することのできる締約国は、この条約の履行を促進するために、

核兵器の使用または実験により影響を受けた締約国に対して技術的、物質的及び

財政的援助を提供する。 

4． 援助を提供することのできる締約国は、核兵器またはその他の核爆発装置の

使用または実験の被害者への援助を提供する。 

 

5． この条に基づく援助は、特に、国際連合及びその関連機関、国際的、地域的

若しくは国の組織または機関、非政府組織または機関、若しくは赤十字国際委員

会、国際赤十字・赤新月社連盟及び各国赤十字・赤新月社を通じて又は二国間で

提供することができる。 

 

6． 国際法に基づき負う他の責務または義務に影響を与えることなく、核兵器ま

たはその他の核爆発装置を使用し又は実験した締約国は、被害者の援助及び環境

の回復を目的として、影響を受けた締約国に対して適切な援助を提供する責任を

有する。 

 

第 8 条（締約国会議） 
1． 締約国は、関連する規定に従いこの条約の適用または履行に関する問題につ

いて、並びに核軍備撤廃のための更なる措置について検討するため及び必要な場

合には決定を行うために定期的に会合する。これには次の事項を含む。 

 

（a）この条約の履行及び締結状況 

（b）この条約に対する追加の議定書を含む、核兵器計画の検証を伴い、期限を有

しかつ不可逆な廃棄のための措置 

（c）この条約の規定に従いかつ適合する他の事項 

 

2． 第 1 回締約国会議は、この条約が効力を生じた後 1 年以内に国際連合事務総

長が招集する。更なる締約国会議は、締約国による別段の合意がある場合を除き、

2 年毎に、国際連合事務総長が招集する。締約国会議は最初の会期において手続

規則を採択する。その採択に至るまでの間は、「核兵器の完全廃絶につながる核兵
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器を禁止する法的拘束力のある条約を交渉する国際連合会議」の手続規則を適用

する。 

 

3． 締約国の特別の会議は、締約国から書面による要請がある場合において、締

約国の少なくとも3分の1がその要請を支持するとき、国際連合事務総長により、

必要と認められる場合、招集される。 

 

4． この条約が効力を生じてから 5 年の期間の後、国際連合事務総長は、この条

約の運用及びこの条約の目的の達成についての進展を検討するために会議を招集

する。締約国による別段の合意がある場合を除き、国際連合事務総長は、同一の

目的で 6 年毎に更なる再検討会議を招集する。 

 

5． この条約の締約国でない国、並びに国際連合の関連機関、その他の関連する

国際組織または機関、地域的組織、赤十字国際委員会、国際赤十字・赤新月社連

盟及び関連する非政府組織は、締約国会議及び再検討会議に、オブザーバーとし

て出席するよう招請される。 

 

第 9 条（費用） 
1． 締約国会議、再検討会議及び締約国の特別の会議の費用については、適切に

調整された国際連合の分担率に従い、締約国及びこれらの会議にオブザーバーと

して参加するこの条約の締約国でない国々が負担する。 

 

2． この条約の第 2 条に基づく申告、第 4 条に基づく報告及び第 10 条に基づく改

正提案の送付において国際連合事務総長が要する費用は、適切に調整された国際

連合の分担率に従って締約国が負担する。 

 

3． 第 4 条に基づき必要とされる検証措置の実施に関連する費用ならびに核兵器

またはその他の核爆発装置の廃棄及び核兵器に関連するすべての施設の廃棄又は

転換を含む核兵器計画の廃棄に関連する費用は、これらが適用される締約国が負

担する。 

 

第 10 条（改正） 
1． いずれの締約国も、この条約が効力を生じた後いつでもこの条約の改正を提

案することができる。提案された改正の条文は、国際連合事務総長に通報するも

のとし、同事務総長は当該条文をすべての締約国に送付し、当該提案を検討する

か否かについて締約国の見解を求める。締約国の過半数が当該提案を更に検討す

ることを支持する旨を当該提案が送付された後 90 日以内に同事務総長に通知す

る場合には、当該提案は次回の締約国会議または再検討会議のいずれか先に開催
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される会議で検討される。 

 

2． 締約国会議または再検討会議は、締約国の 3 分の 2 の多数による賛成投票に

より採択される改正につき合意することができる。寄託者は採択された改正をす

べての締約国に通報する。 

 

3． 改正は、改正採択の時点における締約国の過半数により改正の批准書又は受

諾書が寄託された 90 日の後、改正の批准書又は受諾書を寄託した締約国について

効力を生ずる。その後、この改正は、他の締約国については、当該国の改正の批

准書又は受諾書の寄託から 90 日の後効力を生ずる。 

 

第 11 条（紛争の解決） 
1． この条約の解釈又は適用に関して二以上の締約国間で紛争が生ずる場合には、

関係締約国は、交渉または国際連合憲章第 33 条に従い当該関係締約国が選択する

その他の平和的手段によって紛争を解決するために協議する。 

 

2． 締約国会議は、この条約及び国際連合憲章の関係規定に従って、あっせんを

提供し、関係締約国に対して自らが選択する解決のための手続きを開始するよう

要請し及び合意された手続きに従って解決するための期限を勧告することを含め、

紛争の解決に貢献することができる。 

 

第 12 条（普遍性） 
 締約国は、すべての国によるこの条約への普遍的な参加を得ることを目標とし

て、この条約の締約国でない国々に対し、この条約に署名し、これを批准し、受

諾し、承認し、又はこれに加入するよう奨励する。 

 

第 13 条（署名） 
 この条約は、2017 年 9 月 20 日より、ニューヨークにある国際連合本部におい

てすべての国に対し署名のために開放される。 

 

第 14 条（批准、受諾、承認又は加入） 
 この条約は、署名国によって批准され、受諾され又は承認されなければならな

い。この条約は加入のために開放しておく。 

 

第 15 条（効力発生） 
1． この条約は、50 番目の批准書、受諾書、承認書又は加入書が寄託された後 90

日で効力を生ずる。 
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2． 50 番目の批准書、受諾書、承認書又は加入書が寄託された日の後に批准書、

受諾書、承認書又は加入書を寄託する国については、この条約は、その批准書、

受諾書、承認書又は加入書が寄託された日の後 90 日で効力を生ずる。 

 

第 16 条（留保） 
 この条約の各条については、留保を付すことができない。 

 

第 17 条（有効期間） 
1．この条約の有効期間は無期限とする。 

 

2． 締約国は、この条約の対象である事項に関連する異常な事態が自国の至高の

利益を危うくしていると認める場合には、その主権を行使してこの条約から脱退

する権利を有する。当該締約国は、寄託者に対しその脱退を通知する。その通知

には、自国の至高の利益を危うくしていると認める異常な事態についても記載し

なければならない。 

 

3． 脱退は、寄託者が脱退の通告を受領した日の後 12 箇月で効力を生ずる。ただ

し、脱退する締約国が当該 12 箇月の期間の満了の時において、武力紛争の当事者

である場合には、当該締約国は、武力紛争の当事者でなくなる時まで、この条約

の義務及びこれに追加される議定書の義務に引き続き拘束される。 

 

第 18 条（他の協定との関係） 
 この条約の履行は、締約国が当事国である既存の国際協定との関係で当該締約

国が負う義務に影響を及ぼすものではない。ただし、当該義務がこの条約と両立

する場合に限る。 

 

 

第 19 条（寄託者） 
 国際連合事務総長は、ここに、この条約の寄託者として指名される。 

 

第 20 条（正文） 
 この条約は、アラビア語、中国語、英語、フランス語、ロシア語及びスペイン

語をひとしく正文とする。 

 

  2017 年 7 月 7 日、ニューヨークで作成された。 

 

------------------------------------------------------- 

（明治大学法学部兼任講師の山田寿則氏による仮訳をもとに作成） 


